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Ⅰ 歳入確保
(ⅰ) 府税収入の確保
取
組
み

対 象 平成30年度の取組み状況
（【】内は、H30最終予算における効果額）

平成31年度の取組み
(【】内は、H31当初予算における効果額)

課
税
自
主
権
の
活
用

森林環境税 森林の有する公益的機能を維持する環境整備のた
め、森林環境税を徴収。
【平成30年度最終予算︓12.0億円】

森林の有する公益的機能を維持する環境整
備のため、森林環境税を徴収。
【平成31年度当初予算︓12.2億円】

宿泊税 大阪の観光や宿泊を取り巻く環境が著しく変化し
たことから、宿泊税のあり⽅等について検討を⾏
い、免税点を1万円未満から7千円未満に引き下げ
る条例改正案を可決（2019年６⽉１⽇施⾏予定）。
【平成30年度最終予算︓7.8億円】

観光客の受入環境整備をはじめとする大阪
の観光振興の取組みを推進するため、宿泊
税を徴収。
【平成31年度当初予算︓18.7億円】

法人二税の超過課
税

・道路網などの都市基盤整備や防災対策の充実と
いった大都市圏特有の緊急かつ膨大な財政需要に
対処するため、法⼈府⺠税法⼈税割及び法⼈事業
税の超過課税を実施。
【平成30年度最終予算︓380億円】
・⼤阪経済の成⻑に向けた施策を推進するため、
法⼈府⺠税均等割の超過課税を実施。
また、平成31年度以降も引き続き実施するため、
法⼈府⺠税均等割の超過課税の延⻑に係る議案を
平成31年2月議会へ上程。
【平成30年度最終予算︓54億円】

・道路網などの都市基盤整備や防災対策の
充実といった大都市圏特有の緊急かつ膨大
な財政需要に対処するため、法⼈府⺠税法
人税割及び法人事業税の超過課税を引き続
き実施。
【平成31年度当初予算︓374億円】
・⼤阪経済の成⻑に向けた施策を推進する
ため、法⼈府⺠税均等割の超過課税を引き
続き実施。
【平成31年度当初予算︓55億円】
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取
組
み

対 象 平成30年度の取組み状況
（【】内は、H30最終予算における効果額）

平成31年度の取組み
(【】内は、H31当初予算における効果額)

徴
収
向
上
方
策

府が自ら徴収する
税⽬の徴収率の向
上

府が⾃ら徴収する税⽬について、徴収率を前年度
から0.35ポイント以上向上させる目標を設定し、
滞納整理の早期着⼿の徹底などに取り組んだ。
その結果、目標を達成。【効果額︓23.8億円】

府が自ら徴収する税目について、2020年度
に全国上位３分の１の団体が達成している
徴収率を達成するため、課税客体の早期か
つ完全な捕捉に努めるとともに、納期内の
⾃主納税の促進及び滞納整理を強⼒に推進
することで徴収率を引き上げる。
【効果額︓13.5億円】

個⼈住⺠税(府⺠
税及び市町村⺠
税)の大阪府域地
方税徴収機構にお
ける共同徴収

大阪府域地方税徴収機構において、平成30年度は
府内34市町と共同徴収を実施。
【効果額︓2.6億円（個⼈府⺠税）】

個⼈住⺠税をはじめとした地⽅税の税収確
保を図るため、府と参加団体との間で引き
続き共同徴収を推進。
【効果額︓2.6億円（個⼈府⺠税）】

Ⅰ 歳入確保
(ⅰ) 府税収入の確保



取
組
み

対 象 平成30年度の取組み状況
（【】内は、H30最終予算における効果額）

平成31年度の取組み
(【】内は、H31当初予算における効果額)

徴
収
向
上
方
策

個⼈住⺠税（府⺠
税及び市町村⺠税）
の特別徴収義務者の
⼀⻫指定

徴収率の⾼い特別徴収を徹底するため、平成30年
５月に府内市町村において、法定要件に該当する
全事業主を、特別徴収義務者に指定した。【効果
額︓4.3億円（個⼈府⺠税）】

特別徴収割合は85.6%と、前年度から約4.5ポイ
ント上昇。

課税調査の推進 府が自ら徴収する税目について、厳正な課税調査
を推進。【効果額︓16.5億円】

府が自ら徴収する税目について、厳正な課
税調査を推進。【効果額︓9.3億円】
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取
組
み

対 象 平成30年度の取組み状況
（【】内は、H30最終予算における効果額）

平成31年度の取組み
(【】内は、H31当初予算における効果額)

府
有
財
産
の
活
用
・
売
却

元布施公共職業安
定所敷地

⼀般競争⼊札により落札。（H31.1月契約済）
【効果額︓2.06億円】

府警吹田④待機宿
舎

⼀般競争⼊札により落札。（H31.1月契約済）
【効果額︓15.95億円】

服部緑地公園区域
外用地

⼀般競争⼊札により落札。（H30.９月契約済）
【効果額︓2.25億円】

元泉大津公共職業
安定所敷地

手続きをすすめ、平成31年度中に売却。 建物撤去完了後（平成31年度）、国より財
産の返還を受け、手続きをすすめ、平成31
年度中に売却。
【効果額︓1.10億円】

大手前周辺土地 一般競争入札により売却。（H31.1月契約済）
【効果額︓1.3億円】

守口保健所の跡地 都市公園用地として、守口市に対し、平成30年度
中に売却。

元⼤阪府⽴勤労⻘
少年会館敷地

随意契約により売却。（H30.7月契約済）
【効果額︓3.23億円】

(ⅱ)府有財産の活用・売却など
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取
組
み

対 象 平成30年度の取組み状況
（【】内は、 H30最終予算における効果額）

平成31年度の取組み
(【】内は、H31当初予算における効果額)

府
有
財
産
の
活
用
・
売
却

ビッグバン
後背地

有償譲渡に向け、堺市と協議を進めた。 都市公園として必要な面積について、堺市
と協議を進め、有償譲渡する。

福祉３センター 障がい者社会参加促進センター、谷町福祉セン
ター、盲人福祉センターの森之宮移転（2020年
度）整備中。移転完了後、跡地の売却に取り組む。

障がい者社会参加促進センター、谷町福祉
センター、盲人福祉センターの森之宮移転
後（2020年度）、これらの跡地の売却に取
り組む。

マイドーム
おおさか

建物を区分所有している(公財)大阪産業振興機構
については、平成30年6月28日開催の第14回副首
都推進本部会議において、(公財)大阪市都市型産
業振興センターと平成31年4月の統合をめざすこ
とや、法人の新機能等の具体的な検討を進めるこ
とが確認された。

中小企業支援機能の強化を図る観点から、
売却も含めた最良の⽅法を検討していく。

堺泉北埠頭上屋 上屋12棟について堺泉北埠頭（株）に有償譲渡。
残りの上屋14棟について、上屋利⽤者へのヒアリ
ングを⾏い、今後の管理運営等について協議を進
めた。

残りの上屋14棟については、順次⺠間に有
償譲渡できるよう、現在の上屋利⽤者と協
議を進める。

(ⅱ)府有財産の活用・売却など
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取組み 対 象 平成30年度の取組み状況
（【】内は、H30最終予算における効果額）

平成31年度の取組み
(【】内は、H31当初予算における効果額)

府が有す
る債権、
出資によ
る権利、
株式等の
有効活用

公益財団法人大阪府国
際交流財団（OFIX）

法人より特定資産の一部を府に寄附。
（約5.64億円）

社会福祉法人大阪府障
害者福祉事業団

出捐⾦全額返還について、事業団と調
整中。

平成29年４⽉の⺠営化を踏まえ、出捐⾦全
額返還について、引き続き事業団と調整す
る。

一般財団法人大阪府タ
ウン管理財団

公益財団法人大阪府都市整備推進セン
ターとの統合に向け、両法人及び府で
構成する統合協議会を⽴ち上げ、調整
中。

公益財団法人大阪府都市整備推進センター
との統合作業を⾏っていく中で、事業継続
に必要な財産を精査する。

株式売却
又は配当

堺泉北埠頭株式会社の
増配

平成30年度より増配。
【効果額:0.02億円】

今後の経営状況を踏まえ、株主に安定
した配当が継続的になされるよう依頼

⼤阪鶴⾒フラワーセンター
の株式売却

株式売却について、引き続き検討中。
大規模修繕については、平成31年3月
に中期（5年間）の計画を策定予定。

株式売却について、引き続き検討する。た
だし、売却時期については、今後必要とな
る⼤規模修繕等を踏まえ、企業価値を⾒極
めた上で判断する。
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Ⅱ 歳出改革

事業名 事業概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

市町村振
興補助⾦

市町村が将来に向けて⾃律
していくことを府として後押しす
るため、府内市町村の中核
市移⾏や広域連携などの⾃
律化に向けた体制整備及び
⾏財政基盤を強化する取組
みを支援する。

市町村の分権改⾰の取組みを⽀援する制度とし
て運用し、新たな権限移譲及び広域連携体制の
整備、並びに分権改⾰を⽀える⾏財政改⾰をす
すめた。
【実施⾒込み】
・市町村への権限移譲の推進
・広域連携体制の整備
(広域まちづくり課の共同設置 等)
・⾏財政改⾰の推進(小学校の統廃合 等) 等

市町村における広域連携体制の整備、⾏
財政基盤の強化等の取組みを後押しする
制度としての役割を果たしているか、引き続
き効果を検証していく。

地域福祉
・高齢者
福祉交付
⾦

地域福祉、高齢者福祉の各
分野を対象に、市町村が創
意工夫を凝らし、地域の実情
に沿った施策の⽴案、推進を
⾏うことで、府⺠サービスの向
上に資することを目的に交付。

主な事業に係る評価指標の検討など、より
効果的な交付⾦の配分⽅法について検討中。

市町村の活用状況を勘案するとともに、
その効果検証を踏まえ、府の施策目的
（セーフティネットの構築など）にも
適うものとなるよう、より効果的な交
付⾦の配分⽅法等を引き続き検討する。

新子育て
支援交付
⾦

乳幼児医療費助成制度の
再構築に伴い、市町村におけ
る医療費助成をはじめとした
子育て支援施策の充実を支
援するため、交付⾦を交付す
る。

市町村の活用状況等を踏まえ、効果的な運
用を検討中。

市町村の活用状況を勘案するとともに、
その効果検証を踏まえ、より効果的な
運用を引き続き検討する。
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事業名 事業概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

重度障が
い者在宅
生活応援
制度事業
費

障がい者の⾃⽴と社会参加
に向け、重度障がい者と介護
する⽅々への在宅⽣活の推
進とさらなる応援を目的として、
重度障がい者と同居している
介護者へ給付⾦を⽀給する。

事業効果やニーズの変化等、今後の制度の
あり方について検討中。

制度が定着した2019(H31)〜2021年
度を⽬途に事業効果やニーズの変化等
を検証することを踏まえ、当事者を取
り巻く状況の変化等について把握し、
今後の制度のあり⽅について引き続き
検討をすすめる。

大阪府Ｉ
Ｔステー
ション事
業費

障がい者の特性に応じた就
労相談を⾏うとともに、障がい
者のITを活用した就労支援
を包括的に⾏い、『障がい者
の雇用・就労支援拠点』とし
て展開する。 また、専門員を
配置し相談から定着までの
支援体制を強化する。

施設の有効活用の観点から、平成31年度
にＩＴステーションを夕陽丘高等職業技術
専門学校内に移転するために必要な調整を
開始した。
併せて、テレワーク推進事業やその他市町
村単位で実施できる講座等を切り離すなど、
事業内容の⾒直しを⾏った。

施設の有効活用の観点から、ＩＴス
テーションを夕陽丘高等職業技術専門
学校に移転する。
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事業名 事業概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

国⺠健康
保険事業
費補助⾦

精神疾患患者等の経済的
負担の軽減を図るために、保
険者が実施する精神結核医
療費の⾃⼰負担分の助成に
対し補助を⾏い、国⺠健康
保険の健全な財政運営を図
る。

平成30年度の国保制度改⾰に合わせて、国⺠
健康保険事業費補助⾦は事業終了し、国保
特別会計で実施。
【平成30年最終予算における効果額︓3億
円】

総合労働
事務所等
運営費

労働⾏政を効率的・効果的
に推進するため、総合事務所
等の管理運営を⾏う。また、
府⺠のセーフティネットとして使
用者及び労働者からの労働
に関する相談を受けるとともに、
府内の労働組合に関する調
査等を⾏い、労働問題をめぐ
るトラブルや労使紛争の未然
防止、早期解決の促進を図
り、労使関係の安定と働きや
すい職場環境づくりを推進す
る。

南大阪センター管内の市町村を訪問し、労働相
談など労働⾏政の実態把握に努めた。
また、新規事業である若者等へのワークルールに
関する啓発事業の実施において、南大阪セン
ター管内の市町村に参画を呼び掛け、労働⾏政
に対する積極的な取組みを促した。
なお、南大阪センターを含む事務所体制のあり
⽅については、検討を⾏った。

「住⺠に⾝近な窓⼝である市町村において
労働相談や労働施策の取組みが推進され
ること」を前提に、南大阪センター管内の市
町村に対し、労働相談窓口の設置など主体
的な取組みを促していく。
なお、南大阪センターを含む事務所体制の
あり方については、管内市町村における労働
相談の実施状況の推移や地域労働ネット
ワークにおける労働関連事業の取組み実績
なども踏まえ、引き続き検討する。
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事業名 事業概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

高等職業
技術専門
校運営費

新規学校卒業者及び中⾼年
齢者等に対し基礎的な技能
訓練を実施し、就職の促進を
図り、産業界の要求する技能
労働者の養成を図る。また、
職業訓練指導員の技術指導、
生活・職業指導の両面での資
質向上を図るため、計画的・
効率的な指導員研修を実施
する。

芦原校・夕陽丘校を再編し、セーフティネット訓練
の拠点校として新夕陽丘校を整備。あわせて施
設の有効活用の観点から、福祉部所管のＩＴス
テーションを施設内に移転予定。
北⼤阪校・東⼤阪校・南⼤阪校においては、企
業ニーズや商⼯会・商⼯会議所等の意⾒聴取を
反映し、地域の産業人材育成拠点としての機能
強化を図っている。

大阪府人材育成計画に基づく技術専門校
の機能の充実強化を図る取組みについて、
具体的な成果指標を設定し、事業効果の
検証を⾏う。
訓練科⽬の⾒直し過程においては、企業
ニーズや商⼯会・商⼯会議所等の意⾒聴
取を反映し、地域の産業人材育成拠点と
しての機能強化を図る。

中小企業
取引振興
事業費

下請中小企業のセーフティネッ
トである下請取引適正化や取
引あっせん事業等の「下請取
引振興事業」及び、ビジネス
マッチング支援事業を実施する
（公財）大阪産業振興機構
への補助を⾏う。

平成31年度に(公財)大阪産業振興機構と
(公財)大阪市都市型産業振興センターを統
合して新たな法⼈を設⽴する⾒込み。
本事業については、他の事業とともに新法
人事業として、大阪全体の産業振興を推進
する観点から検討している。

中小企業取引振興事業については、他
の事業とともに新法人事業として大阪
全体の産業振興を推進する観点から検
討を⾏ってきたところ。その中で、法
⼈に対し新年度事業内容・組織体制の
精査について働きかけを⾏う。
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事業名 事業概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

大阪府も
のづくり
支援拠点

大阪府内のものづくり中小企
業の技術革新や活性化のた
め、イノベーションの創出、産学
官ネットワークの構築、ビジネス
マッチング、人材育成などもの
づくり総合支援拠点であるもの
づくりビジネスセンター大阪
（ＭＯＢＩＯ）の事業運営
を⾏う（公財）⼤阪産業振
興機構及び常設展示場等運
営事業者に補助を⾏う。

平成31年度に(公財)大阪産業振興機構と
(公財)大阪市都市型産業振興センターを統
合して新たな法⼈を設⽴する⾒込み。
本事業については、他の事業とともに新法
人事業として、大阪全体の産業振興を推進
する観点から検討している。

平成31年度から新法⼈へ当該事業を含
め事業移管し、引き続き、ＭＯＢＩＯ
のあり方については、検討を進める。

中小企業
向け融資
資⾦貸付
⾦

様々に頑張っている府内中小
企業者に対して、事業に必要
な資⾦を融資することにより、
中小企業者の健全な事業の
振興及び発展を図る。

総融資枠は5,000億円（平成29年度と同
額）。
台風21号による府内中小企業への影響に
対応するため、既存の融資枠を活用し、
「台風21号対策資⾦」を創設した。

融資枠全体の⾒直しについては、景気
動向や融資実績を踏まえ、3年に1度を
⽬途に⾏う。
国の制度改正に伴う融資メニューの創
設や資⾦需要に対応するための融資枠
の増減などは、後年度の財政負担の増
加が⾒込まれる場合は損補割合や融資
条件の⾒直しを⾏う。

狭山池博
物館運営
事業費

狭山池の「平成の大改修」に
伴う埋蔵文化財調査で発掘
された土木遺産を保存、展示
し、後世にわかりやすく親しみ
やすく紹介し、府⺠の⽂化的
向上を図る。

平成30年度よりESCO事業を導⼊。中⻑期
的な将来像を踏まえた効率的・効果的な運
営の具体的方策について、平成30年度中
に取りまとめる予定。

平成30年度に取りまとめる運営⽅針に
基づいて、他機関と連携した新たな事
業実施や、研究助成⾦の申請などを⾏
う。
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事業名 事業概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

大阪府流
域下水道
事業会計
繰出⾦

下水道サービスを安定的に供
給するため、地方公営企業法
に定める経費の負担の原則に
従い、⼤阪府流域下⽔道事
業会計に対して補助・出資を
⾏う。

平成30年度から地⽅公営企業法を適⽤。
今後、経営戦略にもとづく取組みを進めて
いく。

府⽴⾼等
学校再編
整備事業
費

府⽴⾼等学校の再編整備を
推進する。

普通科総合選択制の改編、機能統合による
改編等のため、実習室の整備や教具調達な
ど必要不可⽋な事業を実施した。

閉校により生じる財源の範囲内で再編
整備（学科の⾒直し等）に必要不可⽋
な事業のみを実施する。なお、閉校に
より生じる財源は将来的なものであり、
不確実性が存在することから、事業の
実施にあたっては、⼀定の⾒込みを精
査したうえで判断を⾏う。
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事業名 事業概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

障がいの
ある生徒
の高校生
活支援事
業費

障がいのある生徒の高校生活
を支援するため、エキスパート
支援員・学校生活支援員等
を府⽴⾼等学校に配置する。

エキスパート支援員・学校生活支援員等を
配置した。

他府県の水準や国の動き等も踏まえ、
持続可能な制度となるよう事業のあり
⽅を⾒直す。

小中学校
生徒指導
体制推進
事業費

生徒指導のノウハウを小中学
校で共有することにより 、中
学校区での指導体制を整え、
府内における生徒指導上の
課題を減少させる。
〇中学校における生徒指導
機能の充実
〇小学校におけるチーム支援
体制の構築

暴⼒⾏為の原因分析を⾏い、市町村福祉部
局と連携した地域ぐるみの市町村の主体的
な施策展開のスキームを構築するため、
2019(H31)年度以降スクールソーシャル
ワーカー(SSW)配置の補助事業化の検討を
進めた。

市町村福祉部局と連携した地域ぐるみ
の市町村の主体的な施策展開のスキー
ムを構築するため、SSW配置の補助事
業化を開始するとともに、暴⼒⾏為等
の原因分析を⾏い、2020年度以降は、
事業主体を市町村に移⾏できるよう検
討する。
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事業名 事業概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

私⽴⾼等
学校等振
興助成費

教育条件の維持向上、保護
者負担の軽減及び経営の健
全化を図り、私⽴学校の健
全な発展に資する。

私⽴学校振興助成法等に基づき助成を⾏っ
た。
また、本事業の効果や⾒直した場合の影響
等の把握に努めた。

事業効果や⾒直した場合の影響の把握
に努めるとともに、私学助成トータル
のあり方について引き続き検討する。

私⽴幼稚
園振興助
成費

教育条件の維持向上､ 保護
者負担の軽減及び経営の健
全化を図り、私⽴幼稚園の
健全な発展に資する。

私⽴学校振興助成法等に基づき助成を⾏っ
た。
また、本事業の効果や⾒直した場合の影響
等の把握に努めた。

私学助成トータルのあり方について引き続き
検討する。
預かり保育事業については、詳細な効果検
証を⾏う。

私⽴専修
学校等振
興助成費

教育条件の維持向上、修学
上の経済的負担の軽減及び
経営の健全化を図り、私⽴
専修学校及び私⽴外国⼈
学校の健全な発達に資する。

私⽴学校振興助成法等に基づき助成を⾏っ
た。
また、本事業の効果や⾒直した場合の影響
等の把握に努めた。

事業効果や⾒直した場合の影響の把握
に努めるとともに、私学助成トータル
のあり方について引き続き検討する。
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事業名 事業概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

私⽴⾼等
学校等生
徒授業料
支援補助
⾦

「教育の機会均等」の観点か
ら15歳の進路選択時に公⽴
⾼校・私⽴⾼校・⾼等専修
学校の自由な学校選択の機
会を保障するため、授業料⽀
援補助事業を実施する。

平成31年度以降の制度のあり⽅を検討し
た結果、多⼦世帯への更なる⽀援等につい
て制度⽅針を決定済み。

私⽴学校
耐震化緊
急対策事
業費補助
⾦

私⽴学校施設の耐震化を促
進するため補助事業を実施
する。

2018(H30)年度までであった本事業は、
⼤阪北部地震の被害状況や今後⾼い確率で
発生する南海トラフ地震を勘案し、2020
年度までの間、引き続き私⽴学校施設の耐
震化を促進する補助事業を実施。

本事業は2020年度限りで終了する。
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事業名 事業概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

交通安全
施設等整
備事業費

交通事故が多発している道
路等について、信号機、道路
標識、交通管制センター等の
交通安全施設を計画的に整
備することで、交通環境の改
善を⾏い、交通事故の防⽌を
図り、交通の円滑化に資する。

交通安全施設を計画的に整備した。 ファシリティマネジメントの観点や耐
⽤年数超過状況等を総合的に勘案しつ
つ、適正な事業規模を判断する。

違法駐⾞
対策事業
費

放置駐⾞に係る使⽤者責任
の拡充、放置違反⾦制度、
放置⾞両確認事務等の委託
等を⾏う。

違法駐⾞実態の⾒極めにより、駐⾞監視員
は縮減。

警察職員
待機宿舎
整備事業
費

大阪府警察職員待機宿舎は、
大規模災害等の発生時にお
いて、⼤量の警察⼒を迅速に
動員し、初動措置を⾏うため
の体制を確⽴するために、警
察職員を集団的に居住させる
施設であるが、大阪府警察待
機宿舎整備基本計画に基づ
き、⽼朽及び狭隘化が著しい
宿舎の解消と整理統廃合を
実施し、効果的な整備を図る。

計画に基づき、⽼朽及び狭隘化が著しい宿舎の
解消と整理統廃合を実施した。

大規模災害等の発生時における初動措置
を⾏う体制（集団警察⼒）の維持に取り
組み、必要に応じて計画の検証・⾒直しを
検討する。
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（ⅰ） 今後の方向性 【 統 合 】

Ⅲ 出資法人等の改革

■ 指定出資法人

48

法人名 ⾏財政改⾰推進プラン(案)での方向性 経過・現状・課題 今後の方向性
（一財）大阪府タウン
管理財団

○統 合（できるだけ早い時期）
・地元市や関係者等の理解を求め、千⾥地区
における保有資産の早期処分や近隣センター
の円滑な引継ぎをすすめる
・こうした資産処分の取組みをすすめ、(公財)
大阪府都市整備推進センターとの早期統合
をめざす
・府への特定寄附については、平成26年度に
20億円、27年度に残る50億円を寄附予定

【経過・現状】
○平成29年6月に策定した『中期経
営計画(H29〜H33年度)』に基づき、引
き続き、資産処分の取組みをすすめている

○統合後の法人が安定的に公益目的事
業⽐率50％以上を維持できる⾒込みに
なってきたことから、両法人によるワーキング
チームを設置するとともに、両法人及び府
で構成する統合協議会を⽴ち上げ、統合
に向けた調整をすすめている

（参考）
○府への特定寄附の実施状況
・平成25年度︓80億円
・平成26年度︓20億円
・平成27年度︓50億円

○統 合
・(公財)大阪府都市整備推進センターとの
早期統合をめざし、2019年9月まで
に「統合計画案」を策定した上で、同年中を
目途に合併契約を締結し、公益法人認定法
に基づく変更認定の申請⼿続きを⾏う
・引き続き、地元市や関係者との調整を⾏い、
千⾥地区における保有資産の早期処分や
近隣センターの円滑な引継ぎをすすめる

平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性
○統 合（できるだけ早い時期）
・引き続き地元市や関係者等の理解を求め、
千⾥地区における保有資産の早期処分や近
隣センターの円滑な引継ぎをすすめる
・こうした資産処分の取組みをすすめ、(公財)
大阪府都市整備推進センターとの早期統合
をめざす



法人名 ⾏財政改⾰推進プラン(案)での方向性 経過・現状・課題 今後の方向性
（株）大阪鶴⾒フラワー
センター

○⺠営化
・累積⾚字解消後に府保有の株式を売却

【経過・現状】
○平成27年度末に累積赤字は解消

○府保有の株式の売却について検討を
すすめている
・中期(5年間)の大規模修繕計画を
策定予定(平成31年3月）
・せりシステムの更新等、市場の機能向
上につながる取組みについて検討中

【課 題】
○⺠営化に向けた条件整備
・花き需要及び大規模修繕、設備更新
等を踏まえた会社の経営状況の⾒極め
・市場建設時に導⼊した国庫補助⾦の
返還について、国と協議が必要
・市場運営を支える卸売業者や仲卸業
者等の理解・協⼒ など

（参考）
○大阪府・大阪市の出資割合
・⼤阪府︓25.5％
・⼤阪市︓25.5％

○⺠営化
・累積⾚字解消後に府保有の株式を売却
・ただし、売却時期については、今後必要とな
る大規模修繕等を踏まえ、企業価値を⾒極
めた上で判断する

平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性
○⺠営化
・累積⾚字解消後に府保有の株式を売却
・ただし、売却時期については、今後必要となる
大規模修繕等を踏まえ、企業価値を⾒極め
た上で判断する

（ⅱ） 今後の方向性 【 ⺠営化 】

Ⅲ 出資法人等の改革
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50

法人名 ⾏財政改⾰推進プラン(案)での方向性 経過・現状・課題 今後の方向性
大阪外環状鉄道（株） ○⺠営化

・建設事業完了後、株式の一部売却により
資本的関与を⾒直すとともに、府派遣職員に
ついてもその時点で引き揚げる

【経過・現状】
○事業計画に基づき、2018(H30)年度
末の全線開業に向けて事業執⾏

○開業後、2020年度末まで家屋補償
及び環境アセス対応等の残事業を実施
(府の補助⾦等財政⽀出は2019(H31)
年度まで)

○⺠営化
・残事業完了後、株式の一部売却により資本
的関与を⾒直すとともに、府派遣職員につい
てもその時点で引き揚げる
・残事業完了後の法⼈の関与のあり⽅につい
て検討をすすめる

平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性
○⺠営化
・建設事業完了後、株式の一部売却により
資本的関与を⾒直すとともに、府派遣職員に
ついてもその時点で引き揚げる
・建設事業完了後の法⼈の関与のあり方に
ついて検討をすすめる

Ⅲ 出資法人等の改革



（ⅲ） 今後の方向性 【 抜本的⾒直し 】
法人名 ⾏財政改⾰推進プラン(案)での方向性 経過・現状・課題 今後の方向性

（株）大阪国際会議場 ○抜本的⾒直し
・府の法人に対する関与のあり方については、
法人の事業実施状況や経営状況等を踏まえ、
その⽅向性について指定管理期間中に検討
を⾏う

【経過・現状】
○2018(H30)年12月、府⽴国際会議場の次
期指定管理者に、公募により法人を指定

＜指定期間＞2019(H31)〜2028年度
○指定管理者公募時の提案内容
＜2014(H26)〜2018(H30)年度＞
・府納付⾦7億円、維持修繕１億円を毎年度
支出、設備等の機能向上に5年間で４億円
支出
・国際会議誘致目標については、2018(H30)
年度に60件

＜2019(H31)〜2028年度＞
・府納付⾦7.5億円、維持修繕１億円、設備
等の機能向上1億円を毎年度⽀出
・国際会議誘致目標については、2023年度に
70件

〇経営状況等
2017(H29)年度の決算において、前年度より
大型催事件数が伸び悩んだことなどにより、売
上が減少したものの、営業利益、経常利益及
び最終利益とも2年連続で⿊字

【課 題】
〇府⽴国際会議場の今後のあり⽅については、
継続協議とし、IRの開業や万博終了後の利⽤
状況等を⾒極めて判断することとしており、
施設のあり方についての検討結果が法人運営及
び法人に対する関与のあり方にも影響を及ぼす

○抜本的⾒直し
・府の法人に対する関与のあり方につい
ては、今後の施設のあり方とあわせ、
その具体的な方向性を検討する

平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性
○抜本的⾒直し
・府の法人に対する関与のあり方については、
法人の事業実施状況や経営状況等を踏まえ、
引き続きその⽅向性について指定管理期間中
に検討を⾏う
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法人名 ⾏財政改⾰推進プラン(案)での方向性 経過・現状・課題 今後の方向性
（公財）大阪府保健医
療財団

○抜本的⾒直し
・中河内救命救急センターの運営形態のあり方
について東大阪市・東大阪市⽴総合病院と引
き続き協議を継続
・上記協議結果や府補助事業の終了などを踏
まえ、⾃⽴化を検討

【経過・現状】
○平成29年4月から、中河内救命救急セ
ンターの指定管理運営は、当該法人から
(地独)市⽴東⼤阪医療センターへ変更

○また、府補助事業(⾞検診事業)について
も平成28年度末で終了

○平成29年６⽉に策定した『第2期中期
経営計画(H29〜H33年度)』に基づき、
がん予防検診事業の収支改善の取組みを
すすめている

○平成29年度がん予防検診事業の状況
・正味財産増減額は△38百万円となり、
目標を4百万円上回った
・一方、がん予防事業収益は、第2期中
期経営計画の目標値に届いていない

【課 題】
○第2期中期経営計画の進捗状況を分析
し、想定した利益の確保が困難な取組み
の⾒直しや新たな収益確保策の検討をす
すめることが必要

○抜本的⾒直し
・第2期中期経営計画期間中にがん予防検
診事業における収支バランスの均衡を図り、
⾃⽴化をすすめる

平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性
○抜本的⾒直し
・第2期中期経営計画期間中にがん予防検診
事業における収支バランスの均衡を図り、
⾃⽴化をすすめる
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法人名 ⾏財政改⾰推進プラン(案)での方向性 経過・現状・課題 今後の方向性
（公財）大阪産業振興
機構

○抜本的⾒直し
・(公財)大阪市都市型産業振興センターとの
統合に向けた手続きを実施し、平成27年度
以降の法⼈統合をめざす
・連携推進会議において、以下の取組みを
実施
①法人統合に向けた課題・手続きの協議・
調整
②法人統合実現までの間も、連携推進会議
において経営戦略・目標を共有し、両法人
の事業を効率的・効果的に実施

【経過・現状】
○平成24年度に府市統合本部会議におい
て、(公財)大阪市都市型産業振興センター
との統合の方向性を決定
○示された基本的方向性に基づき連携推進
会議(両法人、府・市等で構成)を設置し協
議・調整に努めたが、統合には至らず
○平成30年6月の副首都推進本部会議に
おいて、平成31年4月の統合をめざすことや、
法人の新機能等の具体的な検討をすすめる
ことを確認
○確認された方向性を踏まえ、新法人の将
来ビジョンの策定や設⽴に向けた⼿続き等を
すすめている

【課題】
○統合を機に、既存事業の再編や府市から
の事業移管をすすめるなど、大阪の中小企
業支援を担う中核機関として、機能・体制の
強化を図る必要がある

（参考）
【大阪府市統合Ｂ項目】
《大阪産業振興機構・市都市型産業振興セン
ター》の関連法人
【副首都ビジョン】
第２章｢2.機能面~副首都に必要な機能での
取組み~｣における｢(4)産業支援や研究開発
の機能･体制強化｣

○抜本的⾒直し
平成31年4月に(公財)大阪市都市型
産業振興センターとの統合を予定

平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性
○抜本的⾒直し
・(公財)大阪市都市型産業振興センターとの
統合に向けた手続きを実施し、早期の法人統
合をめざす
・引き続き、法人統合実現までの間も、経営戦
略・目標を共有し、連携事業の実施など両法
⼈の事業を効率的・効果的にすすめる
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法人名 ⾏財政改⾰推進プラン(案)での方向性 経過・現状・課題 今後の方向性
⼤阪府道路公社 ○抜本的⾒直し

・引き続き、利⽤促進、経費節減による収支
改善、国への償還期限延⻑の要望の継続な
ど、借⼊⾦の償還財源の確保に努める
・利⽤者の視点に⽴った阪神都市圏⾼速道
路の⼀体的な管理・運営を実現するため、平
成29年度当初を⽬途に道路公社路線も含
めた料⾦体系⼀元化をめざすとともに、接続
する⾼速道路会社への路線移管に向けた取
組みをすすめる

【経過・現状】
○収支改善の取組みを推進
・「公社経営改善方針」(2011(H23)年
度策定)に基づき、維持管理費の縮減を図
るなどの収支改善に取り組んでいる
・2016(H28)年度に経営改善に関する新
たな取組みをとりまとめ
・鳥飼仁和寺大橋の料⾦徴収期間を10
年延⻑
(2017(H29)年2月→2027年2月）

○近畿圏⾼速道路の料⾦体系⼀元化及
び堺泉北、南阪奈、第⼆阪奈有料道路の
路線移管に関する⽅針が決定
・堺泉北、南阪奈は、2018(H30)年4月
1日にNEXCO⻄⽇本へ移管
・第⼆阪奈は、2019(H31)年4月1日に
NEXCO⻄⽇本へ移管
・当該路線の料⾦体系⼀元化は移管時に
実施

○箕⾯有料道路については、早期の路線移
管をめざし、引き続き検討・調整

【課 題】
○借⼊⾦の償還財源の確保
○路線移管の推進

○抜本的⾒直し
・引き続き、利⽤促進、経費節減による収支
改善に取組むなど、借⼊⾦の償還財源の
確保に努める
・利⽤者の視点に⽴った近畿圏⾼速道路の料
⾦体系⼀元化を実現するため、箕⾯有料道
路の⾼速道路会社への早期移管をめざすと
ともに、路線移管後の公社のあり⽅について
検討をすすめる

平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性
○抜本的⾒直し
・引き続き、利⽤促進、経費節減による収支
改善に取組むなど、借⼊⾦の償還財源の確
保に努める
・利⽤者の視点に⽴った近畿圏⾼速道路の料
⾦体系⼀元化を実現するため、箕⾯有料道
路の⾼速道路会社への早期移管をめざすとと
もに、路線移管後の公社のあり⽅について検
討をすすめる
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法人名 ⾏財政改⾰推進プラン(案)での方向性 経過・現状・課題 今後の方向性
堺泉北埠頭（株） ○抜本的⾒直し

・阪神国際港湾(株)との経営統合をめざす
・平成27年度の港湾運営会社指定、28年度
からの運営開始をめざすとともに、経営統合ま
での間は、法人として収益性の向上、安定的
な経営の維持や事業展開を引き続き⾏う

【経過・現状】
○平成24年度に府市統合本部会議、
戦略本部会議で基本的方向性を決定
・府市港湾事業の統合
・大阪港埠頭(株)と神⼾港埠頭(株)の経
営統合後に、堺泉北埠頭(株)との経営統合
をめざす
・在来埠頭を含め府直営部分について、
可能なところから管理運営を委ねることで、
港湾運営会社指定に向け、運営ノウハウ
の蓄積を図る

○平成26年10月、大阪港埠頭(株)
と神⼾港埠頭(株)の経営統合により、阪神
国際港湾(株)設⽴
○平成27年12月、府から港湾運営
会社の指定を受け、平成28年4月より助松
地区及び汐⾒地区のｺﾝﾃﾅ、ﾌｪﾘｰ、 RORO
埠頭において港湾運営を開始
○平成29年８⽉、府市が大阪港湾
連携会議を設置し、港湾管理の⼀元化に
関する検討を深めている
○平成30年4月より、府から一部の府
営上屋について事業移管を受け、既存の自
社上屋と併せ上屋の⼀元管理を実施

【課 題】
○安定的な利益の確保
○⽼朽化した施設等の計画的な更新・修繕

○抜本的⾒直し
・阪神国際港湾(株)との経営統合をめざす
・経営統合を⾒据え、法人として収益性の
向上、安定的な経営の維持や事業展開
を引き続き⾏う

平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性
○抜本的⾒直し
・阪神国際港湾(株)との経営統合をめざす
・経営統合を⾒据え、法人として収益性の向
上、安定的な経営の維持や事業展開を引き
続き⾏う
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（ⅳ）今後の方向性 【 存 続 】
法人名 ⾏財政改⾰推進プラン(案)での方向性 経過・現状・課題 今後の方向性

（公財）大阪府国際交
流財団

○廃止
・新公益法⼈移⾏時の定款の定めに基づき、
平成34年3月に法人を解散予定

【経過・現状】
○2012(H24)年度に公益財団法⼈に移
⾏した際の定款で、存続期間を2022年
３月末と規定

○来阪外客数の急増等による府の国際化
施策を取り巻く環境の変化に対応できるよ
う財団を存続させることを決定
・事業について、よりきめ細かな外国人相
談や的確な災害時の支援、さらに語学ボ
ランティア確保などに向けた重点化を図る

○2017(H29)年３⽉に定款を変更し、存
続期間の規定を削除

○2018(H30)年９⽉及び12月に法人よ
り特定資産の一部(約5.64億円)を府に
寄附

○存続
・『新中期経営計画(H30〜H34年度)』に
基づき、重点化する事業と推進体制の強化、
収入の確保に努める
・2022年度にPDCAによる再検証を実施

平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性
○存続
・新中期経営計画(30年度〜34年度)に
基づき、重点化する事業と推進体制の強化、
収入の確保に努める
・平成34年度にPDCAによる再検証を実施
・国際化戦略アクションプログラム事業の府への
一元化に伴い、法人より、特定資産の一部が
寄附される⾒込み
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法人名 平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性 経過・現状・課題 今後の方向性
大阪高速鉄道（株） ○存続

・平成29年3月に策定した中期経営計画
(29年度〜33年度)に基づき、安定した需要
確保、経営基盤の強化に努める
・⾞庫⽤地の購⼊時期や方法等について、
引き続き府と協議をすすめる

【経過・現状】
○2016(H28)年1月 府が門真市駅以
南の延伸について事業化を決定
〈事業スケジュール(予定)〉
・2018(H30)年度
都市計画決定、軌道法特許取得
・2019(H31)年度〜
都市計画事業認可、⼯事施⾏認可
・2029年
開業目標

○開業から28年が経過し、施設・設備が
⽼朽化

【課 題】
○延伸事業の着実な推進
○計画的な設備投資の実施

○存続
・『中期経営計画(H29〜H33年度)』に基
づき、引き続き安定した需要確保、経営基盤
の強化に努める
・⾞庫⽤地の購⼊時期や方法等について、
引き続き府と協議をすすめる
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法人名 平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性 経過・現状・課題 今後の方向性
大阪府土地開発公社 ○存続

・⻑期保有資産については、平成33年度末に
解消する⾒込みであり、引き続き早期の解消
に努める
・また、公社のあり方については、早期に結論を
出すべく引き続き検討をすすめる

【経過・現状】
○2003(H15)年度、府が「⻑期保有資産
解消計画」を策定
・629億円(計画策定時)の⻑期保有資
産を2022年度までに解消

○計画に基づき⻑期保有資産を縮減
・2017(H29)年度末(実績)︓49億円
・2020年度末 解消の⾒込み

○2018(H30)年3月に、公社のあり方につ
いて、府の⽤地取得規模が⼀定程度縮⼩
する(公社を活用せず府の用地取得体制の
みで実施できる規模)までは、公社を活用し
た用地取得体制を維持するとし、次期大阪
府都市整備中期計画(案)が策定(2020
年度末予定)された段階で、事業量に対応
した公社の組織規模及び存続期間を判断
することとした

○存続
・⻑期保有資産については、2020年度末に
解消する⾒込みであり、引き続き早期の解
消に努める
・府の⽤地取得規模が⼀定程度縮⼩する
(公社を活用せず府の用地取得体制のみで
実施できる規模)までは、公社を活用した
用地取得体制を維持する
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法人名 平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの⽅向性 経過・現状・課題 今後の方向性
（公財）大阪府文化財
センター

○存続
・大阪市の動向を注視しつつ、大阪府の文化
施設の合流⼿法について検討する

【経過・現状】
○平成31年度に、大阪市が５館
（大阪歴史博物館・東洋陶磁美術館・市
⽴美術館・自然史博物館・市⽴科学館)
を地⽅独⽴⾏政法⼈化

○⼤阪市の地⽅独⽴⾏政法⼈化後、府
⽴弥⽣⽂化博物館、府⽴近つ飛鳥博物
館及び⽇本⺠家集落博物館の地⽅独⽴
⾏政法⼈への合流の⼿法について、大阪
市と調整中

○存続
・大阪市の動向を注視しつつ、大阪府の文化
施設の合流⼿法について引き続き検討する

Ⅲ 出資法人等の改革

59



■ 出資法人が出資等をする法人（いわゆる孫法人）

※ 平成22年度から、出資法人による孫法人への委託など孫法人の状況について点検を実施し、府HPに公表

『平成26年度⾏財政改革の取組み』策定時点の孫法人の状況 『⾏財政改⾰推進プラン(案)』
策定時点の孫法人の状況

【出資元法⼈の⺠営化により
孫法人でなくなった法人:3法人】

泉北鉄道サービス㈱（H26.7）

泉鉄産業㈱（H26.7）

㈱パンジョ（H26.7）

【出資元法人の株式譲渡により
孫法人でなくなった法人:1法人】

㈱北部冷蔵サービスセンター（H26.6）

【引き続き点検を実施する孫法人:2法人】

大阪モノレールサービス㈱

千⾥北センター㈱

【解散した孫法⼈︓3法人】

出資元法人名 孫法人名

大阪府都市開発㈱ 大阪りんくうホテル（H23.11）

大阪府都市開発㈱ りんくう国際物流㈱ （H24.2）

⼤阪府住宅供給公社 ㈱⼤阪住宅公社サービス （H24.3）

【存続する孫法⼈︓6法人】
出資元法人名 孫法人名

㈱⼤阪府⾷品流通センター ㈱北部冷蔵サービスセンター

大阪高速鉄道㈱ 大阪モノレールサービス㈱

大阪府都市開発㈱ 泉北鉄道サービス㈱

大阪府都市開発㈱ 泉鉄産業㈱

大阪府都市開発㈱ ㈱パンジョ

(一財)⼤阪府タウン管理財団 千⾥北センター㈱

○「 財政構造改革プラン（案）」以降、孫法⼈については、出資元法⼈の関与の状況等を確認・点検しており、平成27年６⽉１⽇に設⽴された保証協会コ
ンピュータサービス（株）〔出資元︓⼤阪信⽤保証協会〕を含め、引き続き点検を実施する法人は３法人です。
○ 今後も存続する孫法人については、引き続き、平成30年度⼤阪府⾏政経営の取組みでの方向性を踏襲し、その必要性などについて定期的に点検していき
ます。

点検結果・今後の取組み

『平成31年度⾏政経営の取組み』
における孫法人の状況

【引き続き点検を実施する
孫法人:３法人】

保証協会コンピュータサービス㈱

大阪モノレールサービス㈱

千⾥北センター㈱

Ⅲ 出資法人等の改革
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Ⅲ 出資法人等の改革
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■ 孫法人
法人名

(出資元法人名)
設⽴⽬的
主要事業 点検内容等 今後の方向性

保証協会コンピュータサービス(株)
(大阪信用保証協会)

〔設⽴⽬的〕
複数の信⽤保証協会で情報処理システ
ムを共同利⽤するにあたり、業務の効率
性の観点から⼀元的に保守管理等を⽬
的に設⽴

〔主要事業〕
情報処理システムに係る企画・開発・運
用・保守業務

○平成30年度末時点で８信⽤保証協
会が共同利⽤
＜共同利⽤状況＞
平成27年度末︓５信⽤保証協会
平成28年度末︓７信⽤保証協会
平成29年度末︓７信⽤保証協会

⼤阪信⽤保証協会の効率的な運
営の観点から、情報処理システムの
共同利⽤の状況について点検を⾏っ
ていく

大阪モノレールサービス(株)
(大阪高速鉄道(株))

〔設⽴⽬的〕
⼤阪モノレールの経営の効率化・サービス
向上を目的に設⽴

〔主要事業〕
駅業務及びコンビ二エンスストア等の運営、
モノレール施設、付帯設備、駅務機器等
の保守・管理等

○駅清掃業務、広報宣伝業務及び大
阪モノレール千⾥中央ビル管理業務等を
実施

大阪高速鉄道(株)の効率的な運
営の観点から、本法人の業務の点
検を⾏っていく

千⾥北センター(株)
((一財)大阪府タウン管理財団)

〔設⽴⽬的〕
千⾥北地区センター再整備事業において、
⺠間の活⼒を積極的に導⼊する観点から
設⽴

〔主要事業〕
千⾥北地区専⾨店街の商業施設及び駐
⾞場等の管理運営

○(一財)大阪府タウン管理財団が所有
する千⾥北センタービルと法⼈が所有する
建物は一体的な商業施設であり、その効
率性の観点から⼀元的に施設管理等を
実施
○地元市において、千⾥北地区における
再整備手法の検討を進めるという方針に
基づき、市街地再開発事業の実現性に
かかる調査を実施

(一財)大阪府タウン管理財団の資
産処分をすすめる中、地元市等との
協議も踏まえ、法人のあり方につい
て検討を⾏っていく



法人名 今後の方向性 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

公⽴⼤学法⼈
⼤阪府⽴⼤学 統 合 府⽴⼤学、市⽴⼤学

の統合

・2018(H30)年５⽉に府議会及び市
会において、債権者保護手続きのた
めの定款変更議案が可決
・2018(H30)年12月に府議会及び
市会において、新法人の中期目標を
定める議案が可決

2022年度を⽬途とする両⼤学の統合に
よる新大学の実現に向け、府市及び両
大学で準備をすすめる

地⽅独⽴⾏政法⼈
⼤阪府⽴病院機構 統 合

・府市共同住吉⺟⼦
医療センターの整備
・府⽴病院機構、市
⺠病院機構の法⼈
統合

府市共同住吉⺟⼦医療センターを開
設（平成30年４⽉供⽤開始）

市及び府市法人と連携を図り、法人統
合に向けて引き続き検討をすすめる

文化施設（対象施設）
府︓弥⽣⽂化博物館、

近つ飛鳥博物館、
⽇本⺠家集落博物館

市︓⼤阪歴史博物館、
東洋陶磁美術館、
自然史博物館、
美術館、科学館

新たな
地方独
⽴⾏政
法人の
設⽴に
向けた
検討

市単独による地方独
⽴⾏政法⼈を設⽴し
たのち、府施設を合流
し、府市の文化施設
８施設（博物館
等）を一体運営

大阪市が平成31年度に設⽴予定の地
⽅独⽴⾏政法⼈への将来的な合流に
ついて検討中

市単独により設⽴された地⽅独⽴⾏政
法人への、府施設の合流⼿法について引
き続き検討する

Ⅲ 出資法人等の改革
■ 地⽅独⽴⾏政法⼈
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Ⅳ 公の施設の改革

施設名 施設概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

国際会議場 府⺠に開かれた国際交流の拠点
として、学術、芸術及び産業の
振興に資する集会及び催物の場
を提供し、もって大阪の文化及
び経済の発展に寄与する。

今後の施設のあり方については
継続協議とし、2024年に予定
されるＩＲの開業や2025年万
博終了後の利⽤状況等を⾒極め
て判断することとした。
その上で、指定期間の⻑期化に
よるメリットを考慮して
2019(H31)年度からの次期指定
期間を10年とし、次期指定管理
者を、議会の議決を得て指定し
た。

稲スポーツセンター 障がい者のスポーツ及びレクリ
エーションの活動を支援し、
もって障がい者の社会参加の促
進に資する。

「府域における均衡ある障がい
者スポーツ支援体制等のあり方
検討部会」を開催し、①利⽤環
境の継続性の確保と②広域的拠
点性の確保の観点からの提言を
得た。

施設運営に関し、あり方検討
部会の提言を踏まえ、施設の
利⽤環境の継続性の確保と広
域拠点性の確保を図っていく。

子どもライフサポート
センター

家庭を離れ社会的養育を必要と
する中学校卒業から18歳までの
児童に対し、集団生活を通して、
進学や就職など社会的な⾃⽴に
向けた⽀援を⾏う。

施設のあり方検討委員会で検討
した結果、当⾯の間は、⺠間施
設では支援困難な児童に対象を
特化し、入所定員を平成31年度
から削減することとした。
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Ⅳ 公の施設の改革

施設名 施設概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

⼥性⾃⽴⽀援センター
（あゆみ寮・のぞみ
寮）

家庭環境の破綻や生活の困窮など、
様々な事情により社会生活を営むう
えで困難な問題を抱えている⼥性を
保護する。

大阪府社会福祉審議会部会か
らの、保護を必要とする⼥性
に適切な⽀援を提供するため
の提言を受け、外部アドバイ
ザーを交えたワーキングを設
置。
保護を必要とする⼥性のセー
フティネットの再構築に向け
た課題整理と⽀援ニーズを踏
まえた具体的対応等を検討し
た。

ワーキングの検討結果に加え、
対象となる⼥性の範囲の拡⼤
などを検討する国の「困難な
問題を抱える⼥性への⽀援の
あり方に関する検討会」での
議論も踏まえ、⽀援のあり⽅
等について引き続き検討する。

中河内救命救急セン
ター

救急患者に対し救命医療を⾏い、府
⺠の⽣命及び健康の保持に資する。

運営形態のあり方を検討する
にあたり、市⽴東⼤阪医療セ
ンターと医療連携会議を開催
し、救急患者の受入れ方法等
について検討を⾏った。

引き続き、運営形態のあり方
について、東⼤阪市・市⽴東
⼤阪医療センターと協議を継
続する。

労働センター 労働組合の健全な発展並びに労働者
の教養の向上及び福祉の増進に資す
る集会、催物等の場を提供する。

南館を含む施設全体のあり方
については、次期指定期間終
了（2023年度）までに検討す
ることとした。なお、次期指
定管理者を、議会の議決を得
て指定した。

次期指定期間終了までに、南
館を含む施設全体のあり方を
検討する。

堺泉北港の緑地 港湾施設労働者の福利厚⽣、地域住
⺠等の交流の促進、地域の魅⼒の増
進に資する。

指定管理者である泉⼤津市と
の間で、現指定期間終了（平
成31年度）後の管理⽅法等、
今後の施設のあり方を検討し
ており、早期に方向性を決定
する予定。

検討結果に基づき、施設管理
に関して必要な⼿続きを⾏う。
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Ⅳ 公の施設の改革

施設名 施設概要 平成30年度の取組み状況 平成31年度の取組み

門真スポーツセンター 体育、スポーツ及びレクリエーショ
ンの振興を図り、併せて文化的な集
会及び催物の場を提供する。

更なる効率的・効果的な運営
方法を検討するため、サウン
ディング型市場調査を実施し、
広く⺠間事業者からのアイデ
アを募集した。

サウンディング型市場調査の結
果も踏まえ、次期指定管理者の
公募内容を決定し、公募手続き
を⾏う。

中央図書館 自治体最大規模の図書館として、府
⺠の教養、調査研究、レクリエーシ
ヨン等に資する。

これまで、図書館業務につい
ては、①府の直営（専門的な
レファレンス業務）、②指
定管理者制度（施設運営業
務）、③市場化テスト（カウ
ンター業務等）の三手法によ
り運営してきたが、③市場化
テストについては⾒直しの検
討を⾏い、今後はその結果
をもとに一般的なアウトソー
シング事業として実施するこ
ととなった。

弥生文化博物館 歴史、⺠俗等に関する資料を収集し、
保管し、及び展⽰して府⺠の利⽤に
供し、もって府⺠の⽂化的向上に資
する。

大阪市が平成31年度に設⽴
予定の地⽅独⽴⾏政法⼈への
将来的な合流について検討中。

引き続き、大阪市が平成31年度
に設⽴予定の地⽅独⽴⾏政法⼈
への将来的な合流について検討
する。近つ飛鳥博物館

近つ飛鳥風土記の丘 一須賀古墳群を保存するとともに府
⺠にこれと親しむ場を提供し、もっ
て府⺠の⽂化的向上に資する。

上記２博物館の地⽅独⽴⾏政
法人への合流検討と併せて、
運営方法を検討中。

引き続き、２博物館の地⽅独⽴
⾏政法⼈への合流の動向を踏ま
え、更なる効率的・効果的な運
営方法を検討する。

65



Ⅳ 公の施設の改革

施設名 施設概要 平成31年度の取組み

⻘少年海洋センター ⻘少年に⾃然と親しむ健康で⽂化的なレクリ
エーション活動の場を提供し、もって⻘少年
の健全な育成を図る。

施設の利⽤状況や収⽀状況及び劣化度調査の結果等を
踏まえ、サウンディング型市場調査などの手法も活用
し、施設のあり方を検討する。

⻘少年海洋センター
・ファミリー棟

府⺠の森 ちはや園地 府⺠に⾃然の⾵景地と親しむ場を提供し、
もって府⺠の健康で⽂化的な⽣活の確保に資
する。

サウンディング型市場調査などの手法も活用し、指定
管理者の⼀体公募等、地域の活性化の取組みについて
検討する。

⾦剛登⼭道駐⾞場 ⾦剛⽣駒紀泉国定公園の利⽤の増進を図る。

66

平成31年度に新たに重点的な取組みを行う施設


